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１ 背景 目的

地方における医師不足等が指摘されている状況を踏まえ、地域医療の充実に資する遠隔医療技術の活用
方法と、その推進方策について検討するため、総務大臣及び厚生労働大臣の共同懇談会を開催（平成２０
年３月）。

２ 主な検討事項
（１）地域医療が抱える課題と地域のニーズ
（２）課題解決に資する遠隔医療モデルの内容（ ）課題解決 資する遠隔医療 デ 容
（３）遠隔医療モデルの推進に向けた課題
（４）２０年度実証プロジェクトの実施内容 等

３ 開催期間

懇談会構成員等（五十音順、敬称略）

３ 開催期間
平成２０年３月に第１回会合を開催。第５回会合において、中間とりまとめ。
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太田 隆正 太田病院副院長 在宅医療システム研究会委員
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目指す姿 ― 遠隔医療を、持続可能で汎用的な社会システムとして定着させる

我が国の医療

○負のスパイラル ○遠隔医療の必要性○負のスパイラル

・多くの地域で医師不足、条件不利地域における地域医療の疲弊、

医師の負担の増大

・利用者においては、いつでも良質な医療サービスが受けられると

○遠隔医療の必要性

・少子高齢化・人口減少社会を迎え、限られた医療資源を有効活用し、

国民にあまねく良質な医療を提供するための選択肢を増やす施策

の一つとして遠隔医療の推進と効果的な活用が期待

・「地方再生戦略」や「経済財政改革の基本方針2008」においても遠

主な提言

いう信頼感の揺らぎ、不安感の拡大 隔医療の推進が示されるなど、遠隔医療の推進は国民的課題

主な提言

２．遠隔医療の位置付け

遠隔医療の位置付けをより明確にするために（※）、「慢性期（再診）、健康

管理、予防医療、生活習慣にかかわるもの」について、基本的に（対面診療

遠隔 療が選択 能 ある を する

１．診療報酬の適切な活用

モデル事業などでの検証を進め、安全性・有効性等について科学的根拠に

基づくデータ（エビデンス）があると検証されたものについては、将来、検討の

と）遠隔医療が選択可能であることを明らかにする。

※遠隔医療の位置付け

「情報通信機器を用いた診療（いわゆる「遠隔診療」）について」（改正 平十五医政発

0331020）により、現在は、「対面診療が基本であり、遠隔医療は補完的なもの」という位置付

け。本通知の別表で遠隔医療が許容される場合を列挙。

対象。

※診療報酬の活用に関する構成員からの具体的提案

遠隔での画像診断・病理診断における超音波動画像などの新たな医療技術や、複数の医

師・医療機関の連携に関し、診療報酬上の加算等の評価の検討

４．モデル事業

「中間とりまとめ」の内容を踏まえて、遠隔医療の推進に資する有効

な実証モデル事業の実施（必要性と有効性の実証と検証を重視）

け。本通知の別表で遠隔医療が許容される場合を列挙。

３．補助金、地方交付税など財政支援措置の活用その他方策の推進

関係各機関や受益者の費用負担の仕組み、補助金・地方交付税など財政

支援措置の活用、コスト削減の可能性、費用対効果を高める方策、地域医療

機関の連携の推進方策を検討。遠隔医療にかかわる拠点病院設置や既存制機関の連携の推進方策を検討。遠隔医療にかかわる拠点病院設置や既存制

度の活用も含め制度面での可能性、通信インフラや情報システムの整備と標

準化などの推進方策を検討



応募主体 中心となる大学・病院等 事業内容
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岩手県遠野市
岩手医科大学

遠野市医師会

専門医（循環器医師）が、遠隔健康管理（テレビ会議、データ共有）により、地区センター等の高
齢者（約300人）に対して、循環器や生活習慣などを中心に健康維持・改善指導などを実施

長野県松本市
信州大学 訪問指導・介護にて測定したバイタル情報をデータベースシステムを介して信州大学医学部や

会田病院へ伝送し、患者に対してテレビ電話による遠隔医療相談・遠隔健康指導や、看護師を

１
次
募
集

長野県松本市
会田病院

会田病院 伝送し、患者に対してテレビ電話による遠隔医療相談 遠隔健康指導や、看護師を
通じた医療的な処置を実施

富山県南砺市

南砺中央病院

南砺市民病院

富山大学

富山大学や南砺市民病院等が、「南砺市情報ネットワーク」（市内医療機関を結び、診療記録、
検査記録、処方記録、画像記録を共有化）を活用して、小児科専門医のいない地域における小
児科専門の遠隔コンサルテーションを実施

集 富

岡山県新見市 新見市医師会
携帯型診療支援端末「医心伝信」を活用して、新見市医師会が、遠隔の訪問看護師を介して、
市内の病院、診療所、介護施設などの訪問・在宅看護を実施

香川県
香川大学

香川県医師会

香川大学および地域診療所が、「かがわ遠隔医療ネットワーク」（電子カルテ、在宅健康管理シ
ステム、テレビ会議システム）を活用して、脳卒中、糖尿病など慢性期患者を対象とした遠隔指
導 診察を実施香川県医師会 導・診察を実施

採択案件５件

北海道
旭川医科大学

各公立病院

旭川医科大学が、拠点病院に加えて、地方病院や診療所と遠隔医療（検査画像読影診断、遠
隔医療相談）を実施

２
次

北海道函館市
札幌医科大学

公立はこだて未来大学

札幌医科大学を中心に、遠隔医療ネットワーク「Medlka」（医療機関間におけるデータ共有シス
テム）を活用して、周産期医療支援サービスおよび生体データのモニタリングによる在宅医療及
び健康管理を実施

石川県穴水町 金沢医科大学
穴水総合病院と金沢医科大学をテレコンサルテーションシステムで結び、脳外科領域の遠隔診
断・がん相談及び化学療法支援等を実施次

募
集

断 がん相談及び化学療法支援等を実施

島根県
島根県立中央病院

出雲医師会

「医療ネットしまね」（電子カルテ、遠隔画像診断、テレビ会議システム等）を活用して、中核病院
の医師から診療所の看護師を通じた遠隔医療（ＤｔｏＮ/Ｐ）、慢性疾患患者の自己管理支援を実
施

佐賀県
佐賀大学 電子カルテシステムを連携させて地域医療機関の情報共有を図り、家庭のテレビを活用した遠

隔健康診断 相談とともに W b会議システムを活用して 中核病院が離島診療所等の医師に佐賀県
佐賀県医師会

隔健康診断・相談とともに、Web会議システムを活用して、中核病院が離島診療所等の医師に
対して医療指導等を実施

採択案件５件

※ 予算規模は１０件で約５億４千万円
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岩手県遠野市におけるコミュニティ型遠隔医療
総務省／厚労省「遠隔医療懇談会モデル事業」

住民が週一回、地域の集会所に集まり、わきあいあ
いと体組成、血圧などを測定。データは自動的に自治
体の健康サーバに送られモニターされる。必要に応じ
て採血も行う。在東京の専門医やコメディカルとテレビ
電話でデータを共有しながら健康相談をする。

地域の交流が盛んになり、みなが誘い合って散歩を
し、歩数計の数字をゲーム感覚で競い合うなどし、地
域活動が盛んになるにともな 検査数値が着実に域活動が盛んになるにともなって検査数値が着実に
改善している。

本人たちの承諾を得て使用



「地球的課題」克服に向けた日本の貢献
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「地球的課題」克服に向けた日本の貢献
血圧計、体組織計など医療関連センサーのうち通信機能があるものは現在、世界市場シェアのほぼ100％を日
本企業の製品が占めている。通信手順などに関する国際標準が構築されつつある。医療における「地球的課
題」解決の「架け橋」として、日本の戦略的技術のひとつ。

最先端センサー
簡単に装着でき、24時間、心拍数、3軸加速度、皮膚温度を測定し、交感神
経・副交感神経系活動量をモニターする。それによって、ストレス度や睡眠の
質などが分かる。独居高齢者の見守りなどに有効。現在、岩手県遠野市の
総務省の遠隔医療モデル事業にて実証中 このセンサ は来春までに量産総務省の遠隔医療モデル事業にて実証中。このセンサーは来春までに量産
される予定。

本人の承諾を得て使用



41遠野市地域連携遠隔医療モデルシステム構成遠野市地域連携遠隔医療モデルシステム構成
ドクターカンファレンス

専門医 Ｎｅｔｗｏｒｋコールセンター
遠隔コメディカル
ケアコンシェルジュ

サ バ

緊急時＋定例

症例検討会議開催

・ユーザＤＢ
・健康ＤＢ
血液検査結

地域IP網 / Internet

医学的支援問診・コミュニケーション

市民健康管理ＤＢ

サーバ症例検討会議開催

・血液検査結果
・バイタルデータ
・問診記録
・コミュニケーション記録
・

など

地域総合医
看護師
コメディカル

問診
予約管理

遠隔・現場情報共有

遠野市福祉の里

地域IP網 / Internet

緊急時

市民医療整備室

地域IP網 / Internet

血液検査データ
バイタルデータ

動画
コミュニケーション 健康データ

送信

看護師が巡回採血
在宅センサー利用

緊急時

テレビ電話

市内外病院・医院

送信

山間部
市街地

自宅
デイケアセンター４箇所

在宅患者２０名

山間部

コミュニティセン
ター１０拠点

高齢者１００名高齢者５０名



（福島県西会津町）
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＜事業概要＞

◆1994年に、在宅健康管理システム「うらら」を導入し、健康管理が必要な者に対して、健康測定端末を貸し出し、

患者は自宅から、問診への回答、血圧、脈拍、心電図等のデータをインターネットを通じて、病院・保健センター

に伝送。

◆医師 保健師と患者 間 々 健康管理 健康相談が可能となる とにより 慢性期疾患 生活習慣病などを◆医師・保健師と患者の間で、日々の健康管理、健康相談が可能となることにより、慢性期疾患、生活習慣病などを

はじめとした病状の悪化防止、健康の改善を促進

＜効果＞

○受診機会の向上 健康管理 予防医療による医療費の削減（※）○受診機会の向上、健康管理・予防医療による医療費の削減（※）

※心疾患、高血圧、脳卒中、糖尿病といった生活習慣病に関する医療費は、在宅健康管理システムの利用者の方が、

非利用者のそれよりも、年間約15,688円（21.2%）少ないという結果が得られた。

（平成１８年度 厚労省科学研究遠隔医療研究班報告書）

西会津保健セ タ患者宅 生体 保健デ タ伝送 西会津保健センター患者宅 生体・保健データ伝送

テレビ電話、
サーバ

・問診の回答
･血圧、脈拍、心電図の測定データ
・体温･体重のデータ

保健・健康指導、アドバイスなど
健康測定器

インターネット

テレビ電話

健康測定器

生体・保健データ参
照・蓄積
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概要：生涯にわたる健康情報（診
病院 診療所

保保 険険 者者
医療機関等医療機関等

病院 診療所

保保 険険 者者
医療機関等医療機関等

健康情報活用基盤のイメージ

療情報・健診情報等）を個人が

ネットワークを介して入手し、自ら

の健康管理等に活用するととも

認証 認証

医師

病院

ＨＰＫＩ

診療所

薬局
薬剤師

レセプトオンライン

レセプト
情報

健診情報

電子電子

認証 認証

医師

病院

ＨＰＫＩ

診療所

薬局
薬剤師

レセプトオンライン

レセプト
情報

健診情報

電子電子の健康管理等に活用するととも

に、医療機関等がその健報を活

用して継続性ある医療が提供で

薬剤師

診療情報を
受け取る

健診・レセプト情報を
受け取る

過去の健康情報を
見せる

電子
処方箋

電
処方箋

薬剤師

診療情報を
受け取る

健診・レセプト情報を
受け取る

過去の健康情報を
見せる

電子
処方箋

電
処方箋

きる健康情報活用基盤の構築に

向けた実証実験を総務省、厚生

労働省 経済産業省が連携して

医療機関用診療情報
保管データベース家庭用

健康測定機器

個個 人人

健診機関健診機関

健診情報

医療機関用診療情報
保管データベース家庭用

健康測定機器

個個 人人

健診機関健診機関

健診情報

労働省、経済産業省が連携して

行う。

フィールド：沖縄県浦添市

個人の判断で健康
情報を預ける、引き出す
個人の判断で健康
情報を預ける、引き出す

フィールド：沖縄県浦添市

期間： 平成２０年度～２２年（予定） 生涯健康情報
管理データベース

個人の委任を受けて、保険者や医療機関等が生涯健康情報管理
デ タベ 伝送する場合もある

個人の健康状態にあわせた
様々な健康サービスの提供

生涯健康情報
管理データベース

個人の委任を受けて、保険者や医療機関等が生涯健康情報管理
デ タベ 伝送する場合もある

個人の健康状態にあわせた
様々な健康サービスの提供

データベースに伝送する場合もある。データベースに伝送する場合もある。
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具体的な医療過誤防止の実験例としては、点滴台に電子タグ読取り装置を複数設置し、確認用のＰＤＡ（端
末）を設置することで、医療スタッフ、患者、クスリ（点滴）を自動で確認するシステム（ユビキタス点滴台）を試
作。これにより、薬の誤投与を防ぐとともに、作業時間を短縮することで、よりよい医療行為を実現。

電子カルテ

リーダー
半径20ｃｍ以内の点滴に取り付け
られたタグを読取

確認用ＰＤＡ
リーダ・タグで取得した情報を自動的

エキサイター

リ ダ タグで取得した情報を自動的
に表示

エキサイタ
半径1.5ｍ以内に近づいた患者や看
護士のタグを検知し、タグを起動

タ グタ グ
医療スタッフ・患者に装着。エキサイ
ターで起動され、ＰＤＡにデータ送信

通常の注射業務と同一の行動で、患者、輸液、実施者の
自動確認が可能。さらに業務に要する時間を縮減。



ASPASP・・SaaSSaaSの安全・信頼性に係る情報開示指針・認定制度の安全・信頼性に係る情報開示指針・認定制度 45

○一般の利用者に対する認知度向上、安全・信頼性の確保、ASP・SaaSの評価・選択を支援するため、安全・

信頼性に係る情報開示指針を2007年11月に公表（総務省）。

○これを踏まえ、ASP・SaaSサービスのうち安全・信頼性に係る情報をユーザに適切に開示している事業者に

ＡＳＰ・ＳａａＳの安全・信頼性に係る情報開示指針（抜粋）
務省 道

対する民間認定制度が2008年4月1日にスタート。 2009年6月末現在、72サービスを認定

総務省報道発表【平成19年11月27日】
▽ ASP・SaaSの利用状況

ＡＳＰ・ＳａａＳの安全・信頼性に係る情報開示認定制度概要

普及率が低い要因として・・・

○ そもそもASP・SaaSとは何か？
○ どういう事業者がいるのか？ 認知度の向○ う う事業者 る
○ そもそも役に立つのか？
○ 比較・評価・選択をどうすればよいか？
○ 社外に自社データを預けるのは・・・

上が
不可欠



ASPASP・・SaaSSaaS事業者向け医療分野ガイドラインの公表事業者向け医療分野ガイドラインの公表 46

■医療情報がASP・SaaSによって適正かつ安全に取り扱われ、医療情報におけるASP・SaaS利用の適切な促進

を図るため、厚生労働省との連携の下で、ASP・SaaS事業者が満たすべき要求事項等を整理したASP・SaaS

事業者向け医療分野ガイドラインを策定。

■2009年5月に意見募集を開始し、提出された意見を踏まえ7月に公表

第１章 本ガイドラインの前提条件及び読み方
目的 対象範囲 前提事項 用語の定義等

ガイドライン目次

目的、対象範囲、前提事項、用語の定義等

第２章 ASP・SaaS事業者が医療情報の処理を行なう際の責任等
医療機関等の責任 ASP SaaS事業者の責任と役割の分担 第三者認証の取得医療機関等の責任、ASP・SaaS事業者の責任と役割の分担、第三者認証の取得

第３章 ASP・SaaS事業者に対する安全管理上の要求事項
組織的対策 物理的対策 技術的対策 人的対策 情報の破棄に係る対策 情報システムの改造と保守に係る対策 情報及び情報機組織的対策、物理的対策、技術的対策、人的対策、情報の破棄に係る対策、情報システムの改造と保守に係る対策、情報及び情報機

器の持ち出しに関する対策、非常時の対応策、外部との個人情報を含む医療情報の交換に係る対策、法令で定められた記名・押印を

電子署名で行なうことに対する対策

第 章 安全管 実施 療機 等 合意 成 考 方第４章 安全管理の実施における医療機関等との合意形成の考え方
契約、SLA等の合意文書の位置付け、組織体制・運用管理に関する合意項目、機能に関する合意項目、合意における注意点、サービ
スレベルマネジメント



途上国医療へのＩＣＴ利用の例（「ポケット医師」）途上国医療へのＩＣＴ利用の例（「ポケット医師」）
途上国医療に携帯電話の利用

47

携帯電話を「ポケットの中の医師」として利用するこのアイディアは、スペインのバルセロナ（Barcelona）で開催中の業界最大の見本市「Mobile World Congress」
で大きく動き出した。

貧困国でのさまざまな使用方法が想定されるなか、関係者は、ワクチン接種や薬の服用、HIV検査などを通知するサービスが実現可能である点を強調した。

また、遠方で治療を行う医師や看護師が、現地の患者の情報や疫病の流行を携帯電話で通信することも可能だという。

英通信大手ボーダフォン（Vodafone）のテリー・クレーマー（Terry Kramer）戦略主任は「発展途上国に携帯電話が22億台、コンピューターが3億500万台ある一
方で、病院のベッドが1100万床しかないという状況を考えると、携帯電話が医療の問題に効果的な方策を提供する可能性のあることが分かると思う」と語った。

ロックフェラー財団（Rockefeller Foundation）と国連財団（UN Foundation）、ボーダフォン財団（Vodafone Foundation ）は今週、医療分野におけるモバイルテク
ノロジーの使用を促進するためのパートナーシップ「Mobile Health (mHealth) Alliance」を発表した。

■26か国ですでに試験実施

また、国連とボーダフォンは報告書を発表し、26か国でのプロジェクト51件を紹介した。最多はインドで11件、次いで南アフリカとウガンダで6件実施されている。

ウガンダでは、アフリカの携帯電話会社Celtelの電話網を利用する地方部の登録者1万5000人に対し、エイズ（HIV/AIDS）についての選択式クイズを送信すると

■ウガンダではエイズ啓発に

ウ 、 リ 携帯電話会社 電話網を利用す 方部 録者 、 （ ） 選択 を送信す
いう試みを行った。

間違った解答をした場合には正解が送信され、全問解答すると無料通話時間がもらえる。クイズの最後には、地元の医療施設でHIV検査とカウンセリングを受け
るよう呼び掛けるショートメッセージが送信される仕組みだ。

その結果、5人にほぼ1人が反応を示し、6週間のプロジェクト期間中に、医療施設で検査を受けた人数が1000人から1400人に増加したという。

携帯電話につなぐと計測した血糖値を担当医に送信できる糖尿病患者向けの装置や、心疾患やアルツハイマー病患者のモニターにも利用したケースもある。

■革新技術で公的制度の負担軽減狙う

国連財団のDaniel Carucci氏は「革新的な技術の採用で、公共医療システムの負担を軽減することができる」と語った。(c)AFP/Katell Abiven

出展：AFPBBNEW（2009年2月）
http://www.afpbb.com/article/economy/2573687/3815257
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２－４．教育２－４．教育



教育のＩＣＴ化の現状教育のＩＣＴ化の現状 49

米 国 英 国 韓 国 日 本

現状 ７ ２人
コンピュータ
１台当たりの
児童生徒数

３．８人 ３．６人 ５．５人

現状 ７．２人

目標 ３．６人目標 ３．６人

校内ＬＡＮ
９４％

９０％

１００％

現状 ６４．０％

整備率
９４％

※インターネットに接続してい
るコンピュータの割合

１００％

目標 概ね１００％

現状 ６０．５％
（超）高速
インターネット

接続率

９７％
（1.5Mｂｐｓ以上）

９７％
（２Mｂｐｓ以上）

９７％
（２Mｂｐｓ以上）

現状 ６０．５％
（30Mｂｐｓ以上）

目標 概ね
接続率

目標 概ね１００％

※ 日本の目標値はＩＴ新改革戦略における平成22年度までの目標
※ 英国は中等学校における数値

【出典】学校における教育の情報化の実態等に関する調査（文部科学省）

※ 英国は中等学校における数値
※ 調査時期 米国(05年秋)、英国(07年6月)、韓国(05年12月)、日本(09年3月)



１ 客観テストの分析 ２ 意識調査の分析

ＩＣＴを活用した教育効果の向上～我が国の調査結果～ＩＣＴを活用した教育効果の向上～我が国の調査結果～ 50

76.2
算数

① 小学校

１．客観テストの分析 ２．意識調査の分析

3.29
「知識・理解」が深まった

73.3

82.1

66.6
社会

算数

3.38

3.43

3.26
「関心・意欲」が高まった

「知識 理解」が深まった

86.8
82.1

0 20 40 60 80 100

理科 2.98
2.86

2.4 2.6 2.8 3 3.2 3.4 3.6

「思考力・判断力」が高まった

0 20 40 60 80 100

78 8
73

数学

点

② 中学校・高校

※グラフの数値は、質問に対する肯定の度合いを４段階で回答した
結果の平均値（対象は小学生）

71.9

78.8

61.4
社会

数

【客観テストの結果】
ＩＣＴを活用した授業を受けた児童生徒の
テストの結果が高いことを示している。

57.5
50.1

0 20 40 60 80 100

理科

点

テストの結果が高いことを示している。
【意識調査の結果】
ＩＣＴの活用は関心意欲や知識・理解を高
めることを示している

ＩＣＴを活用していない場合 ＩＣＴを活用した場合
点

【出典】文科省委託事業「教育の情報化の推進に資する研究」（18年度）

めることを示している。
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２－５．高齢者・チャレンジド２－５．高齢者・チャレンジド



チャレンジドの情報の入手方法チャレンジドの情報の入手方法

○ チャレンジド（身体）の情報の入手方法としては 「テレビ」が80 2％と最も高い
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○ チャレンジド（身体）の情報の入手方法としては、「テレビ」が80.2％と最も高い。

障害の種類別にみた情報の入手方法（複数回答）
（出典）厚生労働省「平成１８年身体障害児・者実態調査結果」（平成２０年）

総 数 視覚障害
聴覚・言語

肢体不自由 内部障害
障 害

総 数
4,263 379 420 2,154 1,310

(100 0) (100 0) (100 0) (100 0) (100 0)

（出典）厚生労働省 平成１８年身体障害児 者実態調査結果」（平成２０年）

(100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0)

一般図書・新聞・雑誌
2,605 102 280 1,331 892

(61.1) (26.9) (66.7) (61.8) (68.1)

録音・点字図書
62 56 1 1 4

(1.5) (14.8) (0.2) (0.1) (0.3)

367 25 36 196 110
ホームページ・電子メール

367 25 36 196 110

(8.6) (6.6) (8.6) (9.1) (8.4)

携帯電話
366 27 49 205 85

(8.6) (7.1) (11.7) (9.5) (6.5)

ファックス
173 8 65 56 44

ファックス
(4.1) (2.4) (15.5) (2.6) (3.4)

テレビ（一般放送）
3,417 250 314 1,779 1,074

(80.2) (66.0) (74.8) (82.6) (82.0)

手話放送・字幕放送
77 4 66 5 2

(1.8) (1.1) (15.7) (0.2) (0.2)

ラジオ
1,188 187 35 589 377

(27.9) (49.3) (8.3) (27.3) (28.8)

自治体広報
1,189 52 96 620 421

(27.9) (13.7) (22.9) (28.8) (32.1)

族
2,187 211 226 1,126 624

家族・友人
2,187 211 226 1,126 624

(51.3) (55.7) (53.8) (52.3) (47.6)

その他
190 22 16 98 54

(4.5) (5.8) (3.8) (4.5) (4.1)

（ ）内は、障害の種類別の総数を100とした場合の割合（％）
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視聴覚チ レンジド向け放送の充実を図ることにより 放送を通じた情報アクセス機会の均等化を実現

情報バリアフリー環境の整備情報バリアフリー環境の整備 －字幕番組・解説番組等の制作促進－－字幕番組・解説番組等の制作促進－

【【 総放送時間に占める字幕放送、解説放送、手話放送時間の割合の推移総放送時間に占める字幕放送、解説放送、手話放送時間の割合の推移 （アナログ）（アナログ）】】

視聴覚チャレンジド向け放送の充実を図ることにより、放送を通じた情報アクセス機会の均等化を実現

字幕 ＮＨＫ総合
平成２０年度４９．４％平成２０年度４９．４％

手話 ＮＨＫ教育
平成２０年度２．５％

字幕 民放（キー５局平均）
平成２０年度４２．３％

解説 ＮＨＫ教育
平成２０年度９ １％

解説 ＮＨＫ総合
平成２０年度４．０％

解説 民放
（キー５局平均）
平成２０年度０．３％

手話 民放
（キー５局平均）
平成２０年度０．１％

平成２０年度９．１％

０ ３０．３
０．１

平成１３ 平成１４ 平成１５ 平成１６ 平成１７ 平成１８ 平成１９
（年度）

平成２０



ＩＣＴ機器・サービスのアクセシビリティに関する取組（ガイドラインの策定）ＩＣＴ機器・サービスのアクセシビリティに関する取組（ガイドラインの策定） 54

高齢者やチャレンジドが使いやすい電気通信機器・サービスの開発等を促すガイドラ
インの策定や普及促進を支援。

平成10年10月

平成12年7月

平成16年5月 平成17年10月 平成19年1月平成10年10月 平成16年5月 平成17年10月

（機器について）
平成12年7月
障害者等電気通信設備ｱｸ

平成19年1月

障害者等電気通 高齢者・障害者に対
する電気通信アクセ
シビリティガイドライン

高齢者・障害者等
配慮設計指針

（第4部：電気通信機器）

障害者等電気通信設備ｱｸ
ｾｼﾋﾞﾘﾃｨｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ（第１版）

（電気通信アクセス協議会）

平成16年5月

障害者等電気通
信設備アクセシビ
リティ指針 シ リティガイドライン

（ＩＴＵ-Ｔ※勧告）

（第4部：電気通信機器）

（日本工業規格JIS X8341-4）

高齢者・障害者等に配慮
した電気通信ｱｸｾｼﾋﾞﾘﾃｨ
ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ（第２版）

（情報通信アクセス協議会※）

（郵政省告示）

※平成15年7月に、電気通信アク
セス協議会から名称変更。

国際標準化

※ＩＴＵ Ｔ 国際電気通信連合（ＩＴＵ）の電気

ＪＩＳ化

※ＩＴＵ－Ｔ：国際電気通信連合（ＩＴＵ）の電気
通信標準化部門。国連の専門機関であるＩＴ
Ｕの一部門として、情報通信に関する技術・
運用等に関する国際標準化活動を実施。
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２－６．地域２－６．地域



農業情報管理システム

衛星画像システムによる生産効率化衛星画像システムによる生産効率化 56

＜事業概要＞
衛星画像を利用して小麦の生育状況を解析し、解析結果を圃場毎に色分けして表示し、この情報を基に、刈取り時期
と刈取る圃場の順番の最適化を実現する。
＜効果＞

表１ プラスの効果<導入前>

小麦の生育解析データを保存するとともに、圃場の特性データをデータベース化し、麦作業団ごとの営農指導に利用
しやすい形で提供する。乾燥エネルギーの削減や刈取り作業効率の向上により、大幅なCO２削減を実現する。

・個々に目視で作付け状況管理
・個々に収穫実施
・乾燥設備利用が非効率

表 プラ の効果

項目 CO2削減量（kg-CO2/年）

エネルギーの消費（灯油） 10,100

合計 10,100

<導入前>

表２ マイナスの影響

項目 CO2増加量（kg-CO2/年）

ＩＣＴシステム（ICT機器電力、NW） 10

合計 10<導入後>
・衛星画像を利用して生育状況を
解析して、結果を可視化。
・刈り取り計画を最適化
乾燥設備利用を効率化

CO2排出量の比較（絶対値）

35,000

40,000

)

29.7％

（10,090kg-CO2）

を削減

34,000kg-CO2

合計<導入後>

・乾燥設備利用を効率化

←小麦圃場の生育度表示例
赤：生育が進んでいる位置
青：生育が遅れている位置

15,000

20,000

25,000

30,000

2
排
出
量
(k
g-
C
O
2
/
年

ICTシステム

電力・エネル
ギー消費

を削減

23,910kg-CO2

青 育 遅れ る位置

図１ 生育予測・食味解析システム概要図
（システム詳細URL：http://www.hitachi-sk.co.jp/products/geomation/farm/index.html）
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5,000

10,000
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彩（いろどり）事業（徳島県上勝町）
かみかつちょう

グ

高齢者による地場産品ビジネスの創造高齢者による地場産品ビジネスの創造 57

＜事業概要＞
◆生産者、情報センター、農協の間をネットワークで結び、受発注情報、全国各市場（38卸売会社）の市況

情報通信ネットワークの活用により、少量多品種の品物をタイミング良く全国市場に供給し、
個々のニーズにきめ細かく対応することが可能に

◆生産者、情報センタ 、農協の間をネットワ クで結び、受発注情報、全国各市場（38卸売会社）の市況
を迅速に把握、共有。
◆生産者はそれぞれが日本料理の演出用「つまもの」となる葉っぱを生産・収穫し、注文に応じて出荷。

＜成 果（売上高が事業実施後、約1．5倍に）＞
○売上高 ； １４９百万円（H10） → 2７０百万円（H1８）
○農協組合員のPC利用者数は、一貫して増加 ； ４０組合員（H10） → ９８組合員（H1８）

生産者（１７７名 平均年齢６７歳）

集出荷場（ＪＡ上勝選果場）

市況の把握

情報センター
（株式会社いろどり）

インターネット各々の生産者は、
注文や市場の動向
予想に基づいて、
「いろどりを採

市況の把握、
情報提供

サ バ
需要に応じた
「つまもの」の

いろどり専用ＰＣ

現在の受発注情報いろどりを採
取・収穫

サーバー
（情報管理・蓄積）

「つまもの」の
集荷、全国へ出荷

現在の受発注情報、
市況の共有

収穫した「いろど
り」の集荷し、集
出荷場へ搬送



からりネット（愛媛県内子町）
＜＜事業概要＞

うちこちょう

地場産品の売上拡大地場産品の売上拡大 58

＜事業概要＞
◆「内子フレッシュパークからり」（第３セクター。自治体と地域住民が株主）と農村生産者を情報通信ネット
ワークで結び、産直販売支援システム（「からりネット」）を構築
◆農村生産者は、自宅のパソコンや携帯電話から、直売所の（レジの）販売管理情報を中心として、売場の画像情報
などを取得し、出荷品の販売状況の確認が可能。消費者は、製品のバーコードを直売所のスキャナー（読取端末）などを取得し、出荷品の販売状況の確認が可能。消費者は、製品の ドを直売所のスキャナ （読取端末）
で読み込むことにより、生産者情報や栽培履歴情報などを確認することが可能
◆また、「特産物直売所」、「パン工房・燻製工房・シャーベット工房等の農産物加工施設」、「レストランからり
等の飲食施設」の３つの施設の連携を図り、集客力を高めている。

＜効果（売上高が１０年で１６倍に 雇用者数も４倍に）＞＜効果（売上高が１０年で１６倍に。雇用者数も４倍に）＞
○農村生産者は、販売状況・情報をリアルタイムに把握できるため、効率的な出荷計画の立案が実現（直売所出荷者４１０名）
○生産者情報の公開により、直売所へのリピーターの獲得を実現（直売所の来訪者数は年間８０万人。うち、７割がリピーター）
○売上高 ４０００万円（平成９年の創立当初） → ６億７０００万円（平成１８年度）
雇用者 １２名（平成９年の創立当初） → ４８名（平成１８年度）

生産者

生産品の
加工施設 地元の住民

からりねっと

直 売 所 加工施設

生産情報等の
登録、出荷情報
の照会

３つの施設
が連携

来訪

地元の住民

バーコード
読取端末

の照会

情報センター

訪問客数
の増加 他地域の

住民

来訪

生産品を調理
した飲食施設

読取端末

来訪者自身がバーコード
で生産履歴等を参照

生産・出荷情報等
総合データベース

生産情報
等の確認



「ユビキタスネット技術を用いた子どもの安全確保システム」（岡山県倉敷市）

ＩＣＴを活用した通学児童の安全見守りＩＣＴを活用した通学児童の安全見守り 59

倉敷市のこども１１０番運動推進による地域コミュニティ活性化と豊かな街づくり実現のため、ICタグを
活用した通学児童の見守り（動体認証と情報提供など）に関する実証実験を実施（平成１８年２月～３月）。

約１０００名の児童に電子タグを配布し 保護者に行動日記などの情報を提供 保護者アンケートでは約１,０００名の児童に電子タグを配布し、保護者に行動日記などの情報を提供。保護者アンケートでは、
ICTを生かして地域と学校が結びつくことに対して約９割が「これからは必要」と回答。

地域ｺﾐｭﾆﾃｨ活性化
豊かな街づくり

保護者（自宅ほか）児童（通学路）

位置 子供
行動

ICTを活用した
保護者や先生の
子供を見守る目

こども110番とタグ
による街ぐるみの
子供を見守る目

豊かな街づくり

自宅
8:00

こども110番
8:15

学校
8:30

３月８日：太郎君の一日
太郎君は太郎君は
○時○時××××分に分に
▲▲▲を通過▲▲▲を通過

しましたしました。。
校門 「 ども110番の家 ＊等に

•NW利用型RFIDシステム
•プライバシ制御システム

＆
写真

行動
日記 JA前

8:20

8:30

移動履歴・写真の表示

しましたしました。。

メールで通知ランドセルに付けた電
子タグ（左）と設置した

校門、「こども110番の家」＊等に
リーダを設置

ＩＣＴを生かして地域と学校が今後、子供に電子タグを

子タグ（左）と設置した
リーダ（右）

保護者に対して行ったアンケート結果＊児童等が犯罪に遭いそうに
なった場合等に避難できる、
民間協力者の家や事業所

必要性を必要性を
感じない感じない

2%

どちらとも言えないどちらとも言えない

10%

を して地域 学校
結びつくことをどう思いますか？利用させたいと思いますか? 

積極的に積極的に
利用させたい利用させたい

3%
利用させたくない利用させたくない

機会があれば機会があれば

民間協力者の家や事業所

これからはこれからは
必要なことだと思う必要なことだと思う

88%

41%

機会があれば機会があれば
利用させたい利用させたい

56%



丹後地区広域市町村圏事務組合

有害鳥獣対策有害鳥獣対策 60

被害が深刻化しているイノシシ等による農作物被害対策として、檻に監視カメラ等を設置し、捕獲時における情
報配信の迅速化・効率化を行うことにより、猟師の人件費等の削減を図る。

【有害鳥獣による農作物被害金額】（京丹後市の場合）

平成１９年度の農作物被害金額は約５４００万円（前年度比９％増）平成１９年度の農作物被害金額は約５４００万円（前年度比９％増）

通信モジュール＋
カメラ＋検知セン
サー

ふるさとケータイ

携帯電話網

捕獲檻の見回り費用の削減等（年額約4,000万円）

※ 捕獲情報が即座に取得できるため、良質な状態で食肉加工が可能（１頭約５万円）
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２－７．コンテンツ２－７．コンテンツ



・ 「コンテンツ」とは 「映画 音楽 演劇 文芸 写真 漫画 アニメーション コンピュータゲームその他の文字

コンテンツ市場の現状コンテンツ市場の現状 62

・ 「コンテンツ」とは、「映画、音楽、演劇、文芸、写真、漫画、アニメーション、コンピュータゲームその他の文字、
図形、色彩、音声、動作若しくは映像若しくはこれらを組み合わせたもの又はこれらに係る情報を電子計算機を介
して提供するためのプログラム（略）であって、人間の創造的活動により生み出されるもののうち、教養又は娯楽の
範囲に属するもの」

（コンテンツの創造 保護及び活用の促進に関する法律（平成１６年法律第８１号） ）（コンテンツの創造、保護及び活用の促進に関する法律（平成１６年法律第８１号） ）

・ コンテンツ市場全体に占める映像コンテンツ市場の割合は約５割となっており、映像コンテンツ市場の約７割は
放送コンテンツが占めている。

映像系コンテンツマルチユース市場
（2007年）

コンテンツ市場（映像系・音声系・テキスト系）
（2007年）

映像系コンテンツ市場
（2007年）

総額：
約１１．４兆円

総額：
約５．５兆円 総額：

約１ ５兆円
総額：
約１．５兆円
総額
約１．５兆円

計約７割

計約５割 （６６．４％）

【平成21年７月総務省情報通信政策研究所「メディア・ソフトの制作及び流通の実態」より作成】

計約５割

（４７．８％）

（ ）



コンテンツのマルチユース化の現状コンテンツのマルチユース化の現状

• コンテンツ市場の拡大と共に コンテンツのマルチユース化が進展

63

• コンテンツ市場の拡大と共に、コンテンツのマルチユース化が進展。

コンテンツ 映画
ビデオ
ソフト

地上波
ﾃﾚﾋﾞ番組

衛星
ﾃﾚﾋﾞ番組

ゲーム
ソフト

音楽
ソフト

ラジオ
番組

新聞
記事

書籍･
ｺﾐｯｸ

WEB
情報

一次流通 マルチユース流通の例

メディア
劇場
上映

ﾋﾞﾃﾞｵ販売ﾋﾞﾃﾞｵ販売
ﾚﾝﾀﾙ

地上波
放送

衛星
放送

PC･ｹﾞｰﾑ
機向け

CD等
ﾊﾟｯｹｰｼﾞ

ラジオ
放送

新聞 雑誌・本
ｲﾝﾀｰ
ﾈｯﾄ

4500

5000 衛星テレビ

ＣＡＴＶ

セルビデオ

4133 4030
4000

4500
携帯インターネット配信

PCインターネット配信
通信カラオケ

14

音楽ソフトのマルチユース市場推移 地上放送番組のマルチユース市場推移（億円） （億円）

（兆円） メディア・ソフト市場の推移

2011
2978

3425

4154

3000

3500

4000

デオ

レンタルビデオ

PCインターネット配信
携帯インターネット配信

1953 1962

3323

3000

3500

4000 通信カラオケ

有線放送

レンタルCD

2.1 2.2 2.4 2.5 2.510

12
22.3％

19.5％

マルチユース比率

453

1310
1553

2011

2000

2500

3000

235

596
670

1661

1500

2000

2500

8 9 8 9 9 0 8 9

6

8

834 978 1281

362 453
453

500

1000

1500

878 878 728

341 502
472

235

500

1000

15008.7 8.9 8.9 9.0 8.9 

0

2

4
マルチユース市場

一次流通市場

349 291 2470
2005 2006 2007

208 204 1980
2005 2006 2007

0
2003 2004 2005 2006 2007

出典）総務省 「メディア・ソフトの制作及び流通の実態」



製製 作作 流流 通通【【海外展開の現状海外展開の現状】】

コンテンツの製作、流通等をめぐる現状コンテンツの製作、流通等をめぐる現状 64

＜放送コンテンツの輸出（日本・韓国）＞

100

150

200

日本

（億円）

＜日本のコンテンツ購入をためらう要因＞＜番組製作会社の数の推移＞

直近の３～４年で
会社数はほぼ半減。 1000

1500

85 71
98

１４８ 1200

728

0

50

100

2004 2005 2006

日本

韓国

出典：「メディア・ソフトの制作及び流通の実態調査」

出典：（社）電波産業会
「電波産業調査統計」
（平成20年度）

0

500

2004 2005 2006 2007

85 71 728

＜地上テレビ番組輸出のジャンル別割合（日本）＞

（総務省情報通信政策研究所）
韓国文化観光部 「文化産業白書」

地上テレビ番組の輸出をジャンル別に見ると
輸出が多 ジ は ド バ

資金規模５千万円以下の社がほとんどであり、
経営基盤は脆弱

＜番組製作会社の資金規模＞

輸出が多いジャンルはアニメ、ドラマ、バラエティ。 経営基盤は脆弱。

出典：ＴＩＦＦＣＯＭ内「国際ドラマフェスティバルブース」
来場者アンケート（平成20年10月）より
〔回答数：１６か国１９５名〕

地上テレビ番組の輸出金額に占める割合（2005年）

３千万円未満３千万円未満

３千万円以上５千万円未満３千万円以上５千万円未満

５千万円以上１億円未満５千万円以上１億円未満

１億円以上１０億円未満１億円以上１０億円未満３千万円以下

３千万円超
～５千万円

11.0%

＜コンテンツ取引の課題＞＜アニメ産業の売上高（テレビ部門）＞

出典：総務省
平成20年度「放送番組制作業実態調査報告書」

１０億円以上１０億円以上

千 円以下
66.9%

（地上テ ビ局やプ ダク ア ケ ト及び

（億円）
07年度の総売上高は

対前年比92.6%

（部門別：対前年比）

・ ＤＶＤ：97 6%300

400

500

600
（テレビ部門） 日本製映像コンテンツの海外展開の課題

・ 海外のバイヤー等にとって、窓口がどこかわかりにくい。
・ 権利が複数の会社に分散しているケースがある。
・ 海外のバイヤー等が日本の優良コンテンツを知る方法や

出典：「アジアにおける日本製映像コンテンツの利用状況調査」
アンケート結果より（三井物産戦略研究所）

（地上テレビ局やプロダクションへのアンケート及び
インタビュー調査の結果等をもとに推計）

出典：「メディア・ソフトの制作及び流通の実態調査」
（総務省情報通信政策研究所）

出典：日本動画協会調べ

ＤＶＤ：97.6%

・ 版権： 87.8%

・ 海外： 86.4%

・ テレビ：85.6%
0

100

200

2006 2007

海外 等 日本 優良 法
機会が少ない

・ 海賊版や無秩序な平行輸入品の存在
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２－８．情報セキュリティ２－８．情報セキュリティ



情報セキュリティ脅威に関する国際動向①情報セキュリティ脅威に関する国際動向① 66

国内外のボットからの攻撃状況
(2007年2月~2008年12月の累計)

国別に見たマルウェアの感染率

海外からの攻撃数

3,753,149

5,809,649
（60.8%)

（39.2%)国内からの攻撃数

Cyber Clean Centerの調査より総務省作成マイクロソフト セキュリティ インテリジェンス レポート 第7版
(2009年1月～6月)

・ 国内対策の推進により、日本は世界で最もボット感染率の低い国となっている。(国内のボット感染率：約
1%)

・一方で、他国におけるボット感染は深刻度を増しており、海外のボットからのサイバー攻撃が、我が国の安方で、他国 おけるボット感染は深刻度を増しており、海外のボットからのサイ 攻撃が、我が国の安
全・安心なＩＣＴ利用を脅かしている状況にある。 (海外からの攻撃が占める割合：約40%)



情報セキュリティ脅威に関する国際動向②情報セキュリティ脅威に関する国際動向② 67

○世界的な動向 ○日本向けの攻撃

マリシャスアクティビティの上位発信国

3% 3%
米国

中国 中国

ファイアウォールに対するアクセス分析
～アクセス件数の国／地域別比率～

23%
4%

3%
3%

3% 3%
中国

ドイツ

英国

ブラジル

ペイ

39.9%
4.4%

3.4%
2.4%

1.1%
13.8% 中国

日本（国内）

米国

台湾

9%6%

5%

4%
スペイン

イタリア

フランス

トルコ

ポ ド

8.5%

韓国

インド

ブラジル

その他・不明

出典：シマンテックインターネットセキュリティ脅威レポート（2008 年 1 月～ 12 月の傾向 ）を基に作成

ポーランド 26.5%

出典：「我が国におけるインターネット治安情勢について（平成20年4月期）」（警視庁）を基に作成



インシデント対応の国際連携（ＣＳＩＲＴ連携）インシデント対応の国際連携（ＣＳＩＲＴ連携） 68

国境を越えて行われる不正アクセスやマルウェア頒布等の情報セキュリティインシデ
ントに対して、各国のコンピュータ・セキュリティ・インシデント対応チーム（ＣＳＩＲＴ：
Computer Security Incident Response Team）間の連携により対応Computer Security Incident Response Team）間の連携により対応

○ＣＳＩＲＴ間ネットワークによるインシデント対応の国際連携

攻撃対象のサイト等攻撃者

①不審なアクセス⑥対応
②検知

③報告

②検知

ＣＳＩＲＴ間ネ トワ ク
③報告

④情報提供、対応依頼
⑤協力依頼

ＩＳＰ 等

ＣＳＩＲＴ間ネットワーク

④情報提供、対応依頼

Ａ 国 Ｂ 国

Ｂ国のＣＳＩＲＴＡ国のＣＳＩＲＴ



ＣＳＩＲＴの国際連携フォーラム：ＦＩＲＳＴＣＳＩＲＴの国際連携フォーラム：ＦＩＲＳＴ 69

 ＦＩＲＳＴ：Ｆｏｒｕｍ ｏｆ Ｉｎｃｉｄｅｎｔ Ｒｅｓｐｏｎｓｅ ａｎｄ Ｓｅｃｕｒｉｔｙ Ｔｅａｍｓ

 ＣＥＲＴ／ＣＣ（米国）を中心として１９９０年に設立

世界各国 間 交流を目的とした組織世界各国のＣＳＩＲＴ間の交流を目的とした組織
 ４６ヵ国の合計２０２チームが参加（日本からは１６チームが参加）

年に一度、カンファレンスを開催（２００９年は京都で開催）

 インシデント対応におけるＣＳＩＲＴ間の情報共有や人的ネットワーク構築を推進

○ ＦＩＲＳＴ参加チームマップ ○日本からの参加チーム

ＮＩＳＣ （内閣官房情報セキュリティセンター）

ＪＰＣＥＲＴ／ＣＣ

ＪＳＯＣ （ラック）

ＩＩＪ ＳＩＲＴ （ＩＩＪ）ＩＩＪ－ＳＩＲＴ （ＩＩＪ）

ＣＤＩ－ＣＩＲＴ （サイバーディフェンス研究所）

ＮＴＴ－ＣＥＲＴ （ＮＴＴ）

ＳＢＣＳＩＲＴ （ソフトバンク）

ＨＩＲＴ （日立）ＨＩＲＴ （日立）

ＯＫＩ－ＣＳＩＲＴ （沖電気）

ＮＣＳＩＲＴ （ＮＲＩセキュアテクノロジーズ）

ＹＩＲＤ （ヤフー）

（楽 ）

出典：www.first.org/members/map/

Ｒａｋｕｔｅｎ－ＣＥＲＴ （楽天）

ｍｉｘｉｒｔ （ミクシィ）

ＫＫＣＳＩＲＴ （価格．ｃｏｍ） 等、合計１６チーム
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国内発・海外発の迷惑メールの比率世界全体での迷惑メールの発信国

海外発
26,831 （94.5％)

2007年
上半期

（ＰＣ宛て）

国内発米国
２位

日本
６位

スペイン
９位

ポーランド
８位

中国

海外発
59,560 （95.0％）

国内発
3,130 （5.0％）

2009年
上半期

1,562 （5.5％）
２位

ブラジル
３位

９位

フィリピン
５位

インド
４位

１位
韓国
７位

ヴェトナム
１０位

2007年
上半期

海外発
11,702 （48.4％）

国内発
13 882 （51 6％)

3,130 （5.0％）

（携帯電話宛て）順位 国名 順位 国名

1 中国 6 日 本

2 アメリカ 7 韓 国 上半期

2009年
上半期

海外発
69,268 （96.9％）

11,702 （48.4％）13,882 （51.6％)2 アメリカ 7 韓 国

3 ブラジル 8 ポーランド

4 インド 9 スペイン

5 フィリピン 10 ヴェトナム

迷惑メール相談センター（（財）日本データ通信協会内）に設置した
モニター機に着信した迷惑メールを分析したもの

国内発
3.1% （2,221）

（財）日本データ通信協会より作成
（集計期間：2009年6月） モニタ 機に着信した迷惑メ ルを分析したもの

（集計期間：2007年～2009年上半期）
（集計期間：2009年6月）


